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本社所在地：東京都港区赤坂8-5-26 

事業内容 ：確認検査事業、住宅性能評価および関連事業等 

売 上 高：１０１億９，２４７万円（平成28年５月期） 

従業員数 ：８７１人（内一級建築士 ６３０人） 

親 会 社：ＥＲＩホールディングス株式会社（東証一部） 

日本ＥＲＩ株式会社の概要 
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１. 我が国と諸外国の建築物の省エネ性能の概況 

２. 『建築物省エネ法』 に基づく 『省エネ基準適合義務化』 

３. 『建築物省エネ法』 に基づく 『省エネ性能表示努力義務』 

４. 建築物の環境・省エネ性能表示制度 

５. 中小既存ビルの対応の方向性 

Contentｓ 





5 

日本は、またも『化石賞』受賞 
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我が国のＣＯ２排出削減目標 

出典：国土交通省資料 

平成２７年７月１７日 
地球温暖化対策推進本部決定 

2015年12月12日 第２１回気候変動枠組条約国会議（ＣＯＰ２１）にて「パリ協定」が採択 
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8 出典：水石仁他「諸外国における住宅・建築物の省エネルギー規制の動向に関する調査研究」を基に日本ＥＲＩが作成 

米 国 英 国 
フラン
ス 

ド イ ツ 韓 国 日 本 

省エネ基準 
適合義務 

義 務 
(一部州除く) 

義 務 義 務 義 務 義 務 
努力事項 
(届出義務) 

規制対象 
（新築・増改築） 

すべての 
住宅・ 
建築物 

すべての 
住宅・ 
建築物 

すべての 
住宅・ 
建築物 

すべての 
住宅・ 
建築物 

500㎡ 
以上 

300㎡ 
以上 



国土交通省資料 

省エネ基準適合率の推移  
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出典： ザイマックス不動産総合研究所  
     【東京23 区】オフィス新規供給量2017・オフィスピラミッド2017 
    を基に一部ＥＲＩが加筆・修正  10 



11 

1.3 

出典：ＹＫＫＡＰの資料にＥＲＩが一部加筆 



U=1.3W/m2K U=4.65W/m2K 

 

ドイツ 日本 

サッシ性能 
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1.3 

出典：ＹＫＫＡＰの資料にＥＲＩが一部加筆 
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英国では、DCLG（コミュニティ・地方自治省）の主導により、2016年以降す

べての新築住宅、2019年以降すべての新築建築物をゼロカーボン化するこ

とを法制化する予定 

出典：野村総合研究所 
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日本の2020年の義務化予定レベル 

ドイツに比べ３０年の遅れ 
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省エネ基準の変遷 

1970 1980 1990 2000 2010 2020 

Ｓ
55
年
基
準 

Ｓ
55
年
基
準
以
前 

Ｈ
５
年
基
準 

Ｈ
11
年
基
準 

Ｈ
25
年
基
準 

Ｈ
28
年
基
準 

1 
0.925 

0.85 
0.75 

外皮基準は 
同水準 

新省エネ 
基準 

次世代 
省エネ 
基準 

建築物エネルギー 
消費性能基準 

※ Ｓ５５基準以前（従来型）の建築物における 
  エネルギー消費量を１としたとき、それと 
  同等の室内環境を得るために必要な 
  エネルギー消費量（エネルギー消費係数） 
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建築物エネルギー 
消費性能基準 
（平成２８年基準） 

適合義務の要求水準 

平成２５年基準 ≒ 

平成１１年基準 
（次世代省エネ基準） ≒ 

現在の省エネ基準は、１７年前の水準のまま 



省エネ基準適合義務化の概要  
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◇日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定） 

  「規制の必要性や程度、バランス等を十分に勘案しながら、2020年まで  

  に新築住宅・建築物について段階的に省エネ基準への適合を義務化する。」 

 

◇義務化の第一弾として、平成27年7月8日に「建築物のエネルギー消費性能 

  の向上に関する法律（以下、建築物省エネ法という。）」が公布。 

◇2017年より大規模な非住宅建築物の新築等の際に義務が課される。 

 

◇今後、義務化対象は順次拡大し、2020年までに戸建住宅を含む全ての新築 

  建築物が対象となる予定。 



2015 2016 2017 ～～～ 2020 

省エネ基準 

への 

適合義務 

認定制度 

および 

表示制度 

  

その他 

    2000㎡以上の非住宅 
   から適合義務化 

            認定基準に適合していることの認定・表示 
     （容積率特例） 
 
 

施行 
（法律公布後 
 ２年以内） 

施行 
（公布後1年以内） 

法律公布 

住宅・非住宅 
全ての規模で 
適合義務化 

   建築物省エネ法 

   に基づく届出制度   

 建築物省エネ法に基づく 

 住宅トップランナー制度   

  ＢＥＬＳ  

施行 
（法律公布後 
 ２年以内） 

300㎡以上の非住宅 

2000㎡以上の住宅 

300㎡以上の住宅 

省エネ基準適合義務化のスケジュール  
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務 

②基準適合の認定・表示制度 

③性能向上計画認定制度（容積率特例） 

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月施行） 

 

①基準適合義務・適合性判定義務 

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等 

③特殊な構造・設備の大臣認定制度 

④住宅トップランナー制度 

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月施行） 

建築物省エネ法の概要 
 平成27年7月8日公布 
 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法） 
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務 

②基準適合の認定・表示制度 

③性能向上計画認定制度（容積率特例） 

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月） 

 

①基準適合義務・適合性判定義務 
②届出義務、所管行政庁による指示・命令等 

③特殊な構造・設備の大臣認定制度 

④住宅トップランナー制度 

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月） 
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第11条 基準適合義務 

 建築主は、特定建築行為をしようとするときは、 
  建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない。 

第12条 適合性判定義務 

 建築主は、特定建築行為をしようとするときは、基準適合の判定のため、 
  建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けなければならない。 

基準適合義務 
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①特定建築物 
    非住宅部分の規模が政令で定める規模以上である建築物の 
 

    1）新築 
 

    2）増築、改築 
      （非住宅部分の増築又は改築の規模が政令で定める規模以上であるものに限る） 
 
 
 

②特定建築物以外の増築 
    非住宅部分の増築の規模が政令で定める規模以上であるもので、 

    当該建築物が増築後において特定建築物となる場合に限る。 

2,000㎡ 

特定建築行為とは？ 

 ※ 増改築面積が増改築後全体面積の一定割合以上の場合、 
   適合義務対象になる。 



建築物エネルギー消費性能適合性判定 
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※登録建築物エネルギー 
  消費性能判定機関（創設） 

指定構造計算適合性判定機関とは違い、 
同一機関でのワンストップが可能となる。 

出典：国土交通省資料に一部追記 
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【Ａ】増改築部分の面積 

既存部分 増改築部分 

【Ｂ】増改築後の面積 

【Ｃ】増改築の割合＝増改築部分の面積【Ａ】 ／増改築後の面積【Ｂ】 



既存建築物部分の要求水準 

28 
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●外皮の断熱性能及び設備性能を総合的に評価する一次エネルギー消費量を導入 

 （複合用途含め建築物全体の省エネ性能を比較することが可能） 
 

●非住宅建築物の外皮基準をPAL （パルスター）に見直し 

 （一次エネルギー消費量基準と整合がとれた外皮基準） 
 

●簡易評価法・仕様基準を見直し（非住宅モデル建物法、住宅の外皮・設備の仕様基準等） 
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 ＢＥＩとは、「 設計一次エネルギー消費量」を「基準一次エネルギー消費量」で除した値。 

◇「設計一次エネルギー」とは、評価対象となる建築物の設計仕様に基づいて算定した 

  一次エネルギー消費量の値。 
 

◇「基準一次エネルギー消費量」とは、設計一次エネルギーの算出と同様の建築条件、  

  計算条件のもと、外皮・設備に標準仕様を採用した場合の一次エネルギー消費量の値。 
 

設計一次エネルギー消費量（家電・OA機器等分を除く） 

基準一次エネルギー消費量（家電・OA機器等分を除く） 
ＢＥ Ｉ  ＝ 

評価対象建築物の値 

省エネ基準相当の建築物の値 

◇1.0 以下であれば省エネ基準に適合。 

◇数値が小さいほど省エネ性能が高い。 
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 一次エネルギー消費量の導入により、 

 建築物の省エネルギー性能、つまり燃費の良さという

モノサシができた。 

 そのため、建築物の省エネルギー性能の比較検討が
行いやすくなり、事業者は優れた建築物の性能をア

ピールしやすくなった。 

住宅・建築物の「燃費性能」という概念 
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独立行政法人建築研究所が提供する一次エネルギー消費量 算定用WEBプログラム  
http://www.kenken.go.jp/becc/index.html  



33 

 

①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務 

②基準適合の認定・表示制度 

③性能向上計画認定制度（容積率特例） 

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月） 

 

①基準適合義務・適合性判定義務 

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等 

③特殊な構造・設備の大臣認定制度 

④住宅トップランナー制度 

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月） 



 省エネ法と建築物省エネ法の比較概要 

34 出典：国土交通省 
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 省エネ法と建築物省エネ法の比較概要 

省エネ法に基づく 

 ①修繕模様替・設備設置改修届出 

 ②定期報告制度 

は、建築物省エネ法への移行に伴い廃止されます。 
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①建築物の販売・賃貸事業者の省エネ性能表示努力義務 
②基準適合の認定・表示制度 

③性能向上計画認定制度（容積率特例） 

誘導措置法律の公布後１年以内（平成28年4月） 

 

①基準適合義務・適合性判定義務 

②届出義務、所管行政庁による指示・命令等 

③特殊な構造・設備の大臣認定制度 

④住宅トップランナー制度 

規制措置 法律の公布後２年以内（平成29年4月） 
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省エネ性能の表示努力義務  

○ 建築物の販売・賃貸を行う事業者は、その販売又は賃貸を 
  行う建築物について、省エネ性能を表示するように努めな 
  ければならない。 

 

※ 既存・新築問わず、住宅・非住宅を問わず努力義務対象に 
  なる。 
 

※ 第３６条に基づく表示は基準適合建築物についてのみ可能であるが、 

  基準に適合しない建築物であっても販売・賃貸事業者には 
  性能表示の努力義務が課せられる。 
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建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針  

国土交通大臣による建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針の概要（抜粋） 

 

２．本法に定める建築物のエネルギー消費性能の向上のための措置に関する基本的な考え方 

（３）表示制度 

・建築物のエネルギー消費性能の見える化を通じて、エネルギー消費性能に優れ 

 た建築物が市場で適切に評価され、消費者に選択されるような環境整備を図ることが 

  重要である。 

・具体的には、信頼性の高い評価指標や第三者の認証による建築物のエネルギー消費性能の表示  

 制度の充実及び普及が有効である。 

・こうした表示制度の普及により、建築主に対してインセンティブが付与され、建築物のエネル  

 ギー消費性能の向上につながることが期待される。 
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 建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針（抜粋） 

２．推奨事項 

 販売・賃貸事業者は、建築物の販売又は賃貸をしようとするときは、当該建築物の 

購入又は賃借をしようとする者に対し、当該建築物のエネルギー消費性

能に関する表示の内容を説明すること。 
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③法第３６条認定を取得し、基準適合して 
 いる旨の行政庁認定マーク 

  

第７条 販売・賃貸事業者の表示の努力義務 

  建築物の販売・賃貸を行う事業者は、その販売又は賃貸を行う建築物について 
  省エネ性能を表示するよう努めなければならない。 
 ※ 既存・新築、住宅・非住宅問わず努力義務対象になる。 
 

 建築物のエネルギー消費性能の表示の方法 

①第三者認証（BELS） ②自己評価 ③基準適合認定マーク 



出典：早稲田大学 創造理工学部建築学科 田辺教授 42 
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評  価 住 宅 非住宅１ 
（事務所・物販・学校等） 

非住宅２ 
（ﾎﾃﾙ・病院・飲食店等） 

0.8 0.6 0.7 

0.85 0.7 0.75 

0.9 0.8 0.8 

1.0 1.0 1.0 

1.1 1.1 1.1 既存のみ 

省エネ基準 

誘導基準 

ＢＥＩの値が、次の数値以下であればそれぞれの☆が取得可能。 
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建 物 種 別 件    数 

非住宅建築物       ２３０     

戸 建 住 宅     ４，５８４ 

共 同 住 宅     １，０６９ 

合    計     ５，８８３  
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●省エネ性能特化型 

 ENERGY STAR(米), 

  EPC(英),  

 ＢＥＬＳ 
 （建築物省エネルギー性能表示制度） 

 東京都 カーボンレポート 
 

●環境性能の総合評価型 

 CASBEEおよびCASBEE不動産 

 LEED, BREEAM, greenstar,  

 日本政策投資銀行(DBJ) 
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- ● ● ● ● 

名  称 

LEED（米） 

BREEAM（英） 

BELS 

CASBEE 

CASBEE不動産 

マーケット普及版 

DBJ Green Building 

認証 

建物・ 
設備性能 

水 

エネルギー 

運用 

状況 

材料 室内環境 
敷地利用・ 
地域生態系 

交通 廃棄物 汚染 その他 

● ● ● ● ● 

- - ● - - - - - - 

● ● - ● ● ● ● - ● 
サービス 

性能 
・耐震性 

・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等 

● ● ● ● ● ● ● - - 
・耐震性 

・躯体耐用年 

・災害リスク 

● ● - - ● ● ● ● - 

● ● ● ● ● ● ● ● ● 管理 
性能検証等 

・環境リスク 

・防災 

・防犯 

・ﾃﾅﾝﾄとの関係 

- - - - - - - - 

- 

- 

省
エ
ネ 

性
能
特
化
型 

総
合
評
価
型 

- 

東京都 

カーボンレポート 
- - ● - - - - - - - 

● 

● 

Energy Star（米） 

- - - - - - - - - ＥＰＣ（ＥＵ） ● - 
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東京都環境局 カーボンレポート 

中小テナントビル（延床面積3万m2程度まで）のオーナーが、東京都
に提出した地球温暖化対策報告書の内容に基づいて作成するもの。 

ビルオーナーは、低炭素ベンチマークや温暖化対策の実施状況をカー
ボンレポートに示すことで、テナント入居者や入居希望者等に保有す
るビルの省エネ性能をアピールして、入居を促すことができる。 

※東京都ウェブサイト http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html（12/13閲覧） 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/other/lowcarbon.html
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CASBEE：建築環境総合性能評価システム 

※新潟市建築環境総合性能評価制度リーフレット 
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■Energy Performance of Building Directive “EPBD”（Directive 2010/31/EU） 
 
 
 ◇EU圏内における住宅・建築部門のエネルギー消費の増加傾向に歯止めをかけるべく、 
  2002年 （2002/12/06）より施行。2010年に改訂。 
 
 
 ◇省エネポテンシャルの大きい住宅・建築物の更なるエネルギー削減を目的とし、EU圏内に 
  おける技術開発の促進、雇用創出、経済発展を目指す。 
 
 
 ◇加盟国の遵守状況やほかの政策及び関連指令の制定状況を踏まえ、2010年より改定版 
  の指令が運用されている。指令に含まれる主な内容は以下のとおり。 
 

  ・建物のエネルギー性能算定手法の採用 
 
  ・エネルギー性能に対する費用最適基準の算定・報告 
 
  ・高効率省エネ技術の適用 
 
  ・nearly zero energy buildingの目標・計画の策定 
 
  ・設備のインスペクションの実施 
 
  ・エネルギー性能証明書（Energy Performance Certificates；EPCs） 



54 出典：松尾設計室 
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57 出典：早稲田大学 創造理工学部建築学科 田辺教授 



出典：早稲田大学 創造理工学部建築学科 田辺教授 58 



出典：早稲田大学 創造理工学部建築学科 田辺教授 59 

 1992年に米国の環境保護庁  
（EPA）と米国エネルギー省   
（DOE）が共同で開発した、製品
、機器、住宅、業務ビルの省エ
ネ性能ラベリング制度 

 

 ESPMと呼ばれるエネルギー使
用量の管理ツールにより建物用
途・運用特性・エネルギーデータ
を基に評価 

 

 評価結果は、1～100で表示され
る 



省エネ性能と不動産価値 

Energy Star を得ている建築物は、得ていない同等の
建築物より、財務的なパフォーマンスが大幅に良い。 

市場価値は 13.5%高く、水光熱費は 10%低く、単位
面積当たりの収入は 5.9%高い，賃料は 4.8%高い，
稼働率も 1%高い 

 

オーストリア．ウイーンのおけるデータ解析を行った
ところ，EPC一段階の改善は，8% 販売価格を 
4.4%賃貸価格を向上させた． 

 

 UNEP FI Investor Briefing, Commercial Real Estate Unlocking the energy efficiency retrofit investment opportunity, 2014 
 
European Commission (DG Energy), Energy Performance Certificates in Buildings and Their Impact on Transaction Prices 
and Rents in Selected EU Countries, 2013 

出典：早稲田大学 創造理工学部建築学科 田辺教授 60 
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出典： ザイマックス不動産総合研究所  
     【東京23 区】オフィス新規供給量2017・オフィスピラミッド2017 
    を基に一部ＥＲＩが加筆・修正  62 
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いかに、テナントがよろこぶビルにするか？ 

いかに、競合ビルと差別化していくのか？ 

設備更新時の取り組みが鍵！ 

② 補助金を活用した設備更新 

③ 省エネ性能表示による差別化 
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説明変数 工 事 例 
計画的で継続的な 

修繕を実施した場合の 
新規賃料への影響 

空調工事 
・パッケージ空調機更新 
・冷温水発生器分解整備 

＋3.51％ 

設備工事 
・照明器具交換 

・変圧器交換 
＋6.87％ 

法令対応工事 
・ハロン消火設備容器弁交換 
・電力量計交換 

＋5.19％ 

入居対応工事 
・貸室分割工事 
・テナント案内板の変更工事 

-3.31％※ 

清掃工事 
・外壁洗浄 
・タイルカーペット特別清掃 

＋0.38％※ 

改善工事 
・共用部リニューアル工事 
・耐震改修 

＋6.94％ 

出典： ザイマックス不動産総合研究所 2016年9月28日  「修繕の経済性分析」  65 

※の数字は、統計的に優位な推定結果が得られなかったもの  



助成対象事業者 

都内の中小テナントビルを所有し、次のいずれかに該当すること。 
(1) 中小企業基本法に定める中小企業者で大企業が実質的な経営に参加していない者 
(2) 中小企業者以外の資本金10億円未満の会社であり、資本金10億円以上の者が実質的な経
営に参加していない者 
(3) 上記(1)、(2)と共同申請するESCO事業者やリース事業者 

主な助成対象条件 
• 設備改修に関するグリーンリース契約を締結し、設備改修を実施すること 
• 設備改修後のベンチマークがA2以上となることが見込めること 
• 申請時までに、当該年度分の地球温暖化対策報告書を都に提出していること 

助成対象経費 
• グリーンリース契約のための調査費用 
• グリーンリース契約に基づく設備改修費用 
 

助成率（改修費用） 
助成対象経費の 

  1/2 

助成限度額（改修費用） 
4,000万円 
（調査費含む） 

募集期間 
平成28 年度から 
平成30 年度まで 

66 
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 対象事業の種類 

既存のオフィスビル等の建築物の改修 ※ 躯体（外皮）、建築設備の省エネルギー改修に関するもの
を対象とします。 
※ 省エネルギー改修に加えて、バリアフリー改修を行う場合も対象とします。 
※ 工場・実験施設・倉庫等の生産用設備を有する建築物の改修、後付の家電等の交換等は対象外
とします。 

主な事業要件 

(1) 躯体（外皮）の省エネ改修を行うものであること。 
(2) 建物全体で15％以上のエネルギー削減効果が見込まれる改修工事を実施するものであること。 
(3) 改修後に一定の省エネルギー性能に関する基準を満たすこと。 
(4) 改修後の建築物の省エネルギー性能を表示すること。 
(5) 省エネルギー改修工事とバリアフリー改修工事に係る事業費の合計が500万円以上であること。 

補助対象費用 

① 省エネ改修工事に要する費用 
② エネルギー使用量の計測等に要する費用 
③ バリアフリー改修工事に要する費用（省エネ改修工事と併せて行う場合に限る） 
④ 省エネルギー性能の表示に要する費用  

補助率 1/3 

補助限度額 5,000万円/件 
（設備改修に係る補助限度額は2,500万円まで） 

※ 上記は平成２８年度の公募内容  
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ＢＥＬＳによる表示 東京都 カーボンレポートによる表示 




